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下位地域協力における地域的
利害実現のためのメカニズム
ユーロリージョン｡ナイセ/ニサの
事例を中心に･
高橋 和
1 はじめに- 問題の所在-
ヨーロッパにおける統合の動きは､1989年にヨーロッパの東部で社会
主義体制が一斉に崩壊したことによって加速された01992年には､EC加
盟12ヶ国によってマーストリヒト条約が調印され､単一市場､共通通貨､
共通の外交と安全保障を視野にいれた統合形態として､､1993年にヨーロ
ッパ連合 (EU)が発足したO同年2月には､オーストリア､スウェーデ
ン､フィンランドが加盟し､EU加盟国は15ヶ国になった｡これと並行し
て､いわゆる ｢西欧諸国｣ ではなO国々､すなわち旧東欧諸国､バルI
三国､キプロス､トルコからの加盟申請が相次Oだ.しかし､現在､EU
が ｢アジェンダ2000｣で提示したように､将来の加盟を前提として交渉
を行なおうとしているのは､チェコ､ハンガリー ､ポーランド､スロヴ
ェニア､エストニア､キプロスの6ヶ国に留まっている｡
こうした状況をみると､ヨーロッパにおける統合は､通貨統合に踏み
出したヨーロッパ西部においては着実に進展しているが､ヨーロッパ東
部においては､依然として統合のプロセスに参加するための間口は決し
l
て広くはないばかりか､旧東欧諸国に対しても､バルト諸国に対しても､
EUの側からの選別がなされているといえよう｡そのために､選別の基準
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をめぐり､加盟を求める諸国は俄烈な競争に駆り立てられる結果となっ
ている｡
EUにおけるこうした統合と並行して､ヨーロッパにおける安全保障の
問題もまた､社会主義体制崩壊後の乗欧諸国の分裂を促すことになった｡
東西冷戦の終結によって､NATOは役割を終えたかのように見えたが､
ロシアにおける守旧派勢力の復活に対する警戒と旧ソ連や旧ユーゴスラ
ヴイアにおnて相次いで噴出する地域紛争に対する実行力を求めて､栄
欧諸国のNATOへの加盟申請が相次いだ｡対ソ戦略を目的として結成さ
れたNATOは､皮肉なことにソ連崩壊後､逆に､その役割は拡大してい
った｡
しかし､NATOの加盟問題においても､西欧の組織は､東欧諸国に対
して一律に開かれたのではなく､様々な理由によって｢選択｣を行った｡
NATOは東西の分断線が解消されたことを歓迎しつつ､東欧諸国の加盟
申請に対しては｢平和のためのパートナーシップ(PartnershipforPeace
-PFP)｣という形の連合協定に留め､各国ごとの個別協定で対応した｡
1997年になってようやく加盟招請の決定がなされたが､対象となったの
はポーランド､チェコ､ハンガリーの3ヶ国のすぎない｡この決定がな
されるまで､東欧諸国は､装備をNATOの規格に適合するように変換し
たり､ユーゴスラヴイア問題にも積極的に派兵を行うなど､西側同盟の
一員である要件を満たしているという印象をあたえるべく努力した.こ
れは､ノルウェーがNATOに加盟するにあたり､平時には､NATO軍
の基地を置かず､核兵器の持ち込みも認めないという｢ノルウェー方式｣
とよばれる方法によって､NATOの軍事的なプレゼンスの影響を極力抑
えようとしたのとは対照的な対応であった｡
しかし東欧諸国側の努力にもかかわらず､NATOへの加盟問題は､
NATO側の個別的な対応の結果､東欧と西欧の統合を促進するよりは､
東欧の分断と序列化を生み出してしまったかのように見える｡
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確かに､冷戦後のヨーロッパにおける秩序の模索は､全欧安全保障協
力会議 (CSCE)の常設化､北大西洋協力会議 (NACC)の設立にみられ
るように､ロシアも視野に含めた国際機構の設置によって､ヨーロッパ
統合の方向へ向かっていると言えるであろう｡しかし､他方､統合の秩
をなしているEUとNATOの加盟交渉のプロセスは､中心における統合
の凝縮性を高める一方で､そのために周縁における分裂が促進されると
いう可逆的な現象をもたらせた｡そしてこの可逆的な現象は､中心に浴
ける国家主権の領域の縮小という現象が､周辺においては国家主権の強
化とパラレルに進行している｡
それゆえに､東欧諸国は､こうした冷戦後の地域の分断状況に対応す
るために､さまざまな地域協力を試みてきた｡これらの地域協力の中に
は､｢中欧イニシアチヴ(CentralEuropeanlnitiative)｣や ｢ヴイシェグ
ラード協力(VisegradQuadrangle)｣､｢中欧自由貿易協定(CentralEur-
opeanFreeTradeAgreement-CEFTA)｣ といった国家間協力のみな
らず､｢バ)i/ト海沿岸諸都市会議 (UnionofBalticCities-UBC)｣やユ
ーロリー ジョンといった自治体レベルでの地域協力も試みられており､
重層的であると同時に､地域的にも､東欧地域に留まらず､バルト海か
らアドリア海にいたる地域においてEUや旧ソ連の領域も含む形で幾重
にも重なり合う協力関係を取り結ぶことになった｡1
本稿が考察の対象とするユーロリー ジョンは､ヨーロッパ各地で結成
されている国境を跨ぐ自治体の地域協力関係であるが､上記に述べたよ
うな東欧における地域協力の一つ.でもあるo西欧においては､すでに1960
年代からユーロリージョンが結成されていたが､東欧でユーロリー ジョ
ンが結成されるのは､1990年以降であり､EUの域内外に跨る地域で結成
されたユーロリー ジョンは､自治体による地域協力という枠鮭みにとど
1 百瀬 宏編著 『下位地域協力と転換期国際関係』有信堂高文社､1996年｡
3
法政論章一｢第16号(1999)
まらず､分断されてきた東西ヨーロッパの統合という観点からも重要な
役割をはたしてuる.
筆者はこれまで､チェコ西部地域におけるユーロリージョンについて､
ヨー ロッパ統合という全体的な枠組みのなかで論じてきた.その中で､
ヨーロッパ統合という文脈においては､ヨーロッパ統合の問題は､EUと
いう制度への統合だけで論じることはできず､地域の持つ政治的 ｡歴史
的背景を考慮するならば､ヨーロッパ統合の形も多様であり､政治制皮
において様々に異なっている地域では､緩やかな統合形態としての地域
協力も考慮すべきであること､それゆえにEUの域内外に跨るユーロリ
ージョンは､統合の内容を考えたときに､地域の利害と国家の利害との
綱引きのなかで､様々な問題を抱えていることは否めないにしろ､東西
ヨーロッパの統合に相応な役割を担っていることを述べてきた｡2しかし､
ユーロリー ジョンが国家ではなく､地域の利害を代表する機関として活
動をするという観点からすれば､ユーロリー ジョンの活動の評価は､つ
ねに地域の利害状況を反映した特殊個別的活動にならざるをえず､ユー
ttリー ジョンを一括して全体として議論することには限界があるOした
がって､このような論点を考慮するならば､個別具体的な例を捉えて活
動を検証していく必要があ･ろう｡ 本稿では､こうした個別具体的事例と
してユーロリー ジョン･ナイセ/ニサ (EuroregionNeisse/Nisa/Nysa)
の活動と運営を研究対象とする｡ユーロリー ジョンに関する研究は､1990
年代に入り､EUが地域政策の一つとしてiNTERREGイニシアチブ 3を
2 TakahashiKazu,C`ross-borderCooperationamongLocalGovernments
betweenWesternandEasternEurope:ActivitiesoftheEuroregionsastheSub
てegionalCooperation,'｢スラブユーラシアの変動｣領域研究報告額No.69Fロシア
西側周辺における環内海地域協力の研究』北海道大学スラブ研究センター､1998年3
月､pp.53-82.拙稿 ｢欧州における下位地域協力- チェコ西部におけるユーロ1)-
ジョンの活動を中心に- J環日本海学会『環日本海研究』第4号､1998年､28-43貫.
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開始し､ヨーロッパ各地でユーロリー ジョンの結成や活動が活発化した
頃から､研究対象として取り上げられるようになった.
ユーロリージョンの研究には､大きく分けて､3つの潮流があるOひ
とつは､ヨーロッパ統合のプロセスのなかで､EC/EUの地域政策の一環
として位置づけて､.地域間格差是正のために機能しているかどうかとい
う見地からの研究である｡したがってこの研究では､EU域内における地
域政策の意味を議論することになる｡4もう一つは､冷戦構造崩壊後のヨー
ロッパの構造に関する議論として､東西ヨーロッパをどのように統合す
るかという見地から､様々なレベルの地域協力の一つとして扱うという
ケースであるO こうした見地からは､ポスト冷戦期のヨーロッパにおけ
る安全保障に鑑みて､それぞれの国家がどのような関係を築こうとして
いるのかという点が問題となる.5第三の見地として､こうしたヨーロッパ
における特殊な問題という視点ではなく､国際政治における ｢自治体逮
3 1990年からEUは ｢国境を跨ぐ地域協力｣に対して､加盟国政府を経由して資金援
助を行っていた制度を廃止して､地域に対して直接援助を行うことになった｡これが
INTERREGである｡
4 西欧諸国における研究は､こうした傾向がある｡MichaelKeating,The New
RegionalisminWestemEuy10Pe:TemLtm'alRestniCturingandPoliticalChange,
EdwardElgar,Cheltenl1am'1998.さらに統合論と絡めて､ユーロリージョンが国民
国家を越える･可能を持つかどうかという議論に発展させたものもあるが､概ね国民国
家概念を越えることは可能性につuては否定的な見解をとっている｡SabineWeyand,
LInter-RegionalAssociationsandtheEuropean Integration Process: The
RegionalDimensionoftheEuropeanUnion,FymkCaps,1997.AlanCochrane,
LBeyondthenationstate?BuildingEuro-regions,'UdoBulmann(eds.),Die
Politikderdn'tenEbene:RegionenimEuroPaderUnion,N'omosVerlagsgeselト
shaft,Baden-Baden1994.
6中･東欧を対象とする研究では､ユーロ1)-ジョンが東欧地域のヨーロッパ統合へ
向けて果たす役割を肯定的に評価している｡AnrianHyde-Price,TheZntemaional
PoliticsofEastCentralEurope,ManchesterUniversityPress,Manchester,New
York1996.HorstForster,EM8glichkeitenGrenz仏bergreifenderKooperation-das
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合｣やNGOなどのような非国家行為体として､主権国家体系のなかでど
のような影響力を持ちうるかという観点からの研究である｡6
しかし､従来の研究は､ユーロリー ジョンの活動そのものの規模が小
さく､活動の経歴も慎ましいものであるために､ユーロリージョン一つ
一つを研究の対象として扱ったものは限られており､ミクロレベルとは
いえ地域協力関係であるにもかかわらず､その具体的な活動の形態や成
果について議論されることも少なかった｡それゆえに､概念的な議論に
留まる傾向にあったといえよう｡
本稿では､すでに述べたように､ヨーロッパ統合におけるユーロリー
ジョンの役割､特に東西ヨーロッパの統合という問題を､ユーロリージ
ョン｡ナイセ/ニサの具体的な活動の中で取り扱うが､その際ヾ地域的
利益とは何か､国境を跨ぐ自治体協力が ｢地域｣の利害とそれぞれの所
属する ｢国家｣の利害をどのように調整しようとしているのかという点
に注目をして考察を進めたいと考えている｡
2 ユーロリージ ョン ･ナイセ/ニサの結成
(1)ユーロリー ジョンの結成
ユーロリー ジョン･ナイセ/ニサは､ドイツ､ポーランド､チェコの
Beispielder"EuroregionNeisse",'EkkehardBuchhoferundBronisxawKortus
(eds.),DeutschlandundPolen:GeographiceinerNachbayschajtimneuenEnrol)a,
Frankfurt/Main1994.
日本における研究もこうした傾向にある｡日本浸おけるユーロリー ジョン.の研究につ
uては､拙稿 (前掲論文40貢)においてすでに言及してあるので､ここでは特に挙げ
ない｡
6 環日本海研究や自治体研究では､ユーロ1)-ジョンが非国家行為体であることに注
目して､その活動の範囲や影響力について議論されている｡富野嘩一郎 ｢グローカ1)
ズム時代における自治体の国際活動と国際秩序形成｣『環日本海研究』第3号､1997年､
28-44貢｡
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三国に跨る地域で結成されたユーロリー ジョンである｡ この地域は､チ
ェコとポーランドの国境地帯であるイゼルスキー山地を水源とするニサ
(ナイセ)河が､チェコから流れ出て､ドイツとポーランドの国境をな
している｡この河川の上流地域に位置する市町村によって､ユーロリー
ジョン設立のイニシアテイヴが取られた｡1991年春からはじまった設立
に向けての話し合いは､この地域の村の政治家によって開始され､同年
5月23日-25日にドイツの地方都市ジッタウ (Zittatl)で初の国際会議
(KonferenzDreilandreck)が開かれ､ユーロリージョン結成の覚書が
交わされた｡
この会議は結成に向けての準備会議という色彩のものであったにもか
かわらず､チェコからはチェコ共和国議会の副議長ブレショヴァ-(Dagmar
Br義ova)とチェコ共和国首相のピットハート(PetrPithart)が参加して
おり､チェコ側の関心の高さを窺わせる｡さらに､関係三ヶ国の大統領､
ハヴェル(ⅤまclavHavel)- チェコスログァキア- ､ヴァーレサ.(Lev
Wa短sa)- ポーランド- ､ヴァイツゼッか-(Richartv.Weizsacker)
- ドイツ- が後援者として名を連ねていた｡このユーロリー ジョン
は､ドイツのザクセン州の経済 ･労働省の支援によって9月に事務局を
設置し､正式な発足に向けての活動を開始した｡
こうした三ヶ国に跨る地域全体をカバーする団体ERNの結成と並行し
て､8月にチェコで地域自治体連合ユーロリ∵ジョン･ニサ､11月には
ポーランドとドイツでもそれぞれの国内組織が結成されたoこれらの国
内組織でそれぞれをこ選出された代表によって､12月21日､ユーロリージ/
ョン･ナイセ/こサ (EuroregionNeisse-Nisa-Nysa一丁以下ERNと
表記)が正式に発足し､同日第一回の評議会が開催された｡
ERNは全体で面積約1､1800km2､人口約170万人の地域をカバーする
ことになった｡参加自治体の数は､全体で536市町村､ドイツ側335団体､
チェコ側161団体､ポーランド側40団体で国によって大きな開きがあるが､
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面積では､ドイツ側4,378km2､ポーランド側4,378km2､チェコ側3,041
km2､人口の分布では､ドイツ側71万人､チェコ側44万人､ポーランド側
51万人と逆にポーランド償拍号チェコ側を上回っている.7これは､ポーラン
ドの自治体がチェコやドイツより大きな単位であるためと考えられる0
(地図-1)
地図1 チェコとスロヴァキアにおけるユーロリー ジョンの地理的位置
ユーロ7)-ジョン･エグレンシス
ユーロ1)-ジョン･ニサ
ユーロ1)-ジョン･ラベ
ユーロI)-ジョン･ク)I,シュノホジー
ユーロリー ジョン･シュマグァ
シレジア･チェシーン･リー ジョン
シレジア･モラヴィア･トランス国境
1)-ジョン
(8) ズデーテン･1)-ジョン
(9) チェコーポーランド国境を越える諸都
市連合
州 タトラ･ユーロリー ジョン
仏力 カ71,バチア･ユーロ])-ジョン
ユーロ1)-ジョン･ナイセ/ニサ
7 KonradGrosser,AlfDroth,StephenHenker,`KartenzurBev81kerungder
EuroregionNeisse,'RegionenandeutschenGrenzen:Sinlktunuandelander
ehemaligeninnerdewchenGrenzeunddnderdeuischenOstgrlenZeJnstitutfur
LanderkundeLeipzig1995,p.92.
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この設立過程から､ERN設立のイニシアチブを取ったのは地域の側で
あることとERNでは､ユーロ1)-ジョン･ナイセ/こサという地域全体
をカバーする団体は､各国の枠の中で結成されたそれぞれのユーロリー
ジョンの集合体であるという点が注目される｡.
(2)ユーロリー ジョンの地域協定と組織
ユーロリー ジョンを結成するにあたり､一番問題となったのは､ユー
ロリージョンの法的地位の問題であった｡EU域内諸国に位置するユーロ
リー ジョンでは､EUによる政治的統合が進んだ結果､地域の問題につい
ては､むしろ分権化が進む傾向にあ.D､また政府間協定や首脳による合
意によって､限定的ではあるけれども､ユーロリー ジョンの立法機能を
認めているケースも少なくない｡8したがって､ユーロリー ジョンの存在を
直接に国家主権の侵害であるとして反発する例は少ない｡しかし､EU域
外諸国､特に旧東欧諸国では､冷戦構造崩壊以降､集権的な国家に対し
て異議申し立てを行っている運動が頻発しており､｢民族運動｣の活発化
が国家の解体を引き起こす要因になるのではないかと懸念する各国は､
国家主権の問題について､神経質になっていた.9
チェコでは､スロヴァキアとの対立から国家が分裂し､さらに第二吹
世界大戦戦後に追放したドイツ人に対する保障をめぐって､特に追放ド
イツ人が多く住んでいるバイエルン州からは､この間題に関して有形無
8 オランダは､1981年の欧州評議会のマドリッド会議に基づき､ドイツおよびベルギ
ーとの間で国境を越える自治体協力体に権限を認めることを可能とするという条約を
締結している｡MennoWolters,`EuregiosalongtheGermanBorder,'U.Bulmann
(eds.),oP.cit.,p.408.
9 1995年に束スログァキアの地方自治体がカルパテア･ユーロリー ジョンへの正式加
盟を申請した際に､首相のメチアルは､ユーロ1)-ジョンへの加盟は国益を損なうと
強く反対したoPraguePost､1995年3月8日-14日付け.
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形の圧力がかけられていた｡こうした状況のなかで､国境を越える協力
関係であるユーロリー ジョンの結成は､当初から､チェコに勢力を回徳
しようとするこれらのドイツ人の｢企み｣であるとして危供されていた｡
したがって､ドイツ､ポーランド､チェコの三ヶ国に跨るユーロリー ジ
ョンの法的地位については､慎重にならざるを得なかった｡
ERNは､その協定規約のなかで､こうした点に顧慮して､｢法的地位｣
に関する項目では次のように規定している｡10
(1) このユーロリージョンは､この地域に位置するチェコ､ポーラン
ド､ドイツの市町村 (Gemeinde)および県 (Kreise)の自由意思に基づ
く利益団体である｡
(2)ERNのすべての組織は､その活動が､参加三ヶ国すべての法的協
定に抵触しない範囲で活動を行う｡
(3)融資は決定されたプロジェクトのみに行い､そして特別の協定に
従う｡
(4) この団体は､参加諸国の支持を受けるような自らの法的主体性を
持たない｡
すなわち､ERNは､立法機関をもち､参加している自治体の意思決定
を覆したり､各国中央政府の権限に抵触するような法的地位を目指すち
のでないということを当初から明確にしていた｡
したがって､これに対応して､ERNの組織は､チェコ側の地域連合ユ
ーロ1)-ジョン･ニサ (EuroregionNisaregionaln壬komunaln'lSdru-
Zenim義taobcisevernich&ch)､ポーランド側のポーランド市町村連
合ユーロリージョン･ニサ (StowarzyenieGminPolskichEuroregionu
Nysa)､ドイツ側の自治体連合ユーロl)-ジョン･ナイセ (Kommuna1-
10EuroregionNeisse,RaumenvereinbarungtiberdieZusammenarbeitderERN
10
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gemeinshaftEuroregionNeise,e.Ⅴ.)という三つの団体の連合体とい
う組織を取っている｡これは､表記においても全体の連合体を表す組織
としては､EuroregionNeisse-Nisa-Nysaとドイツ語-チェコ語-ポー
ランド語のそれぞれの表記を併記し､国内における活動では､それぞれ
の言語による表記だけに省略することが可能であるとされた｡
さらに､協定規約では､ERNの目的という項目においても､国境地域
における協力関係の確立を第一に掲げた上で､国境を越える協力関係が
法的に逸脱しないようにするために､ERNが二国間条約の締結のために
交渉を行うという項目を掲げており､東欧を含む地域では､国境を跨ぐ
地域協力が国家関係を凌駕するものではないことを意識的に強調しなけ
ればならなかったといえよう｡また､ERNの最高機関となる評議会に関
しても､この評議会は､｢会議を開催するのにあたって､助言によって立
法機関のメンバーおよびすべての参加国の国家機関の代表の参加を要請
することができる｣1とされており､国家レベルの代表者との関係を視野
に入れざるをえないユーロリージョンの立場が見え隠れしているO
しかし､他方､ERNの組織は､最高機関として､各地域10人ずつの代
表によって構成されている評議会と評議会のメンバー3人からなる議長
団を持つ｡議長団は評議会での決定を運営していくという任務があり､
下部組織として事務局と専門家によるワーキング･グループを傘下に管
く｡ERNの組織は､三つの地域間のパリティ､ローテーション､コンセ
ンサス､同等の待遇という4つの点を基本原理として道営されており､
地域間の敵密がないように､組織上の注意が払われているo(図-1)
(3) ERNとEU
ユーロリー ジョンと国家との関係を規定するうえで､もう一つの要因
l Ibid.,i60rgane(5)-a.
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図1 ユーロリー ジョン･ナイセ/ニサの組織図
滞擦軒の部分が決議機関
出典 OrganyEuroregionuhttp://www.euroregion-nisa.cz/as°/ernisa/organy.
htmlより作成
となっているのはEUとの関係であろう｡ERNは､EUの域内外の跨る
ユーロリージョンであるために､ERNの地域協定の中には､EUに関し
て直接言及されてはいない｡またERNは､再三にわたり､EUの外郭団
体でもなく､EUの要請によって結成されたものでもないこと､そして政
府機関に属するものでもなoことを強調してuる0
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しかし他方､ERNは､1980年欧州評議会で採択された｢国境を跨ぐ協
力の枠組み協定｣ に基づき､結成されたものであり､さらに1989年に当
時のECにおいて採択された｢自治体サポート枠組み(CSFs)｣という制
度を意識したものである｡ ｢国境を跨ぐ協力の枠組み協定｣は､国境によ
って分断されたために辺境となってしまった地域の発展のために､様々
な分野における具体的な地域協力が必要であると主張し､その地域協力
の目標は､この地域協力のすべの参加国がEUの統合されるためのもの
であると述べており､協定の対象がEU域内諸国に留まらないことを当
初から想定していたといえるであろう｡また､CSFsはECにおける地域
政策を推進するために､政府を介在することなく地域とECとの連携を強
めようとする意図でつくられたものであったが､ユーロリー ジョン結成
の背景として､EC/EUが作成したこれらの制度の利用を意図してERN
が結成されたと考えられる｡
こうした一見､相反するような主張を注意深く読むと､ERNがEUと
どのように関わろうとしてuるのか､そのスタンスが見える.ここに窺
えるのは､ヨーロッパ統合を念頭に置きながら､それぞれが所属する国
家に依存することなく､またEUに一方的に擦り寄ることもしないとい
う姿勢であろう｡すなわち､上部構造からの統合に対して受け身で対処
することの拒否であり､主体的な選択の結果として ｢統合｣へ参加する
という立場であろう｡
具体的な行動の指針として､環境問題の改善､インフラストラクチャ
ーの整備､防災協力､文化交流という項目ともに､｢人々の間の諸関係を
可能な限り改善する｣｢人道主義的､社会的領域における協力｣｢国境を
越えた場合の市民の不満の審査｣といった個人を対象とする項目が挙げ
られており12､国家主権への抵触を危倶する国家の論理に対して個人の立
12Ibid.,Vision/ZukunftigeZiele.
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場から地域の論理を立ちあげようとしているということがいえるであろ
>つ｡
(4) ERNの活動
ERNの活動は､次の12分野で行われている｡
①ェネルギー/環境､②都市計画/インフラストラクチャー/交通､
③教育､④高等教育機関の共同研究､⑤防災､/安全対策/健康､⑥観
光/スポーツ､(診経済､⑧文化/文化財保護/歴史､⑨会合､⑩統計､
⑪地域の情報､⑫その他である｡
こうした活動分野のなかで特に力を入れているのは､交通網の整備と
環境問題である｡INTERREGとしてERNからEUに対して申請された
プロジェクトの内訳をみると､交通の分野が全体の申請件数の23%を占
めており､第一位であり､第二位は環境分野で20%を占めている｡その
次に､営林事業分野､職業教育分野と続くが､すべての分野に申請を出
しており､特定の分野への偏りは見られない.(表- 1)
これらのユーロリー ジョンへの取り組みは､この地域の活性化を促し
ているのであろうかoERNが1998年に作成した統計によれば､ポーラン
ド側､チェコ側への人の流れ､外国資本の投資状況は､飛躍的に増加し
ており､少な･くとも社会の流動性という観点で捉えるならば､ポーラン
ド側､チェコ側とってユーロリー ジョンが地域の活性化を促していると
いえるであろう｡(表- 2､3)
3 運営上の問題点- 地域としての利害をどのように実現す
るか｡
では､運営という観点から見た場合､ERNはこうした地域としての意
図をどこまで反映することができているのであろうか｡
14
下位地域協力における地域的利害実現のためのメカニズム- 高橋
表1-1 ユーロリージョン･ナイセにおけるⅠNTERREGIIへの申請
状況 ●(1996年8月15日の決定)
申請の割合 プロジェクト数 プロジェクト数 財政負担率
領域 % StructuralFond ER打 ザクセンのFSに関する負担%
交通 23 6 .3 19
その他のインフラ 7 17 8 51
環境 20 7 2 35
経済開発 7 8 2 16
ツーリズム 5 12 5 13
農村対策 10 4 4 5
森林 12 7 1 ll
職業教育 12 7 1 ll
社会文化 3 5 3 13
技術援助 3 5 1 24
総計 100 67 29 20
表1-2 市町村別要求件数とその割合
1993 1994 1995
市町村名 件数 割合% 件数 割合% 件数 割合%
L8bau-Zitt 25 80.6 40 71.4 51 46.4
G8rlitz 6 19.4 9● 16.0 27 24.5
Kamenz 0 0 0 0 2 1.8
Hoyerswerda 0 0 3 5.4 4 3.6
Bautzen 0 0 3 5.4 18 16.4
表 1-3 申請者別の件数と割合
申請者 件数 割合%
自治体 67 37
国.自治体以外の申請 98 54
出典)InformationderEuroregionNeisse,Ausgabe12,July/August1996より作成
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表2 ユーロリー .ジョン･ナイセ/ニサにおける宿泊客数の推移
ドイツ側
1992 1993 1994 1995 1996
ポーランドから 532 643 1315 1436 1749
ポーランド側
ドイツから 60221 61447 65859
ドイツから 186709
ポーランドから 5523
出典)JahrbuchderEuroregionNeisse-Nisa-Nysa1998,24,CasteinBeherber-
gungsstattennachausgew鼠hltenHerkunfslandem より抜粋､作成
ERNは､各国における任意団体としてのユーロリー ジョンから構成さ
れる組織であるが､地域としての一体性を重視する立場から､政策決定
のメカニズムは､上位組織と下位組織との間のフィードバックを頻繁に
行ないながら､採択するプロジェクトないしプログラムが決定される0
すでに組織のところで見てきたように､ERNの組織は組織図のように
なっている.所属している国家によって名称は異なるが､パラレルな組
織となっている｡政策決定への発議はそれぞれの自治体の代表者から出
されたのち､地域会議(Aレベル)､執行委員会(Bレベル)､専門家部会
(Cレベル).の審査を経たのち､ユーロリー ジョン･ナイセ/ニサ評議
会全体の会議に提出される｡ ここで､3つの地域の代表､事務局､専門
家部会 (ワーキンググループ)によって実現可能かどうかあらゆる方面
からの助言を得て､地域全体の観点からプロジェクトないしプログラム
に対する有効性や可能性が検討される｡こうした協議を経たのち､再び､
16
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義-3 ユーロリー ジョン｡ナイセ/ニサにおける外国資本が入ってい
る企業
部門 年 ドイツ ポーランド チェコ
企業 1992 388
1993 622
1994 316 791
1995 440 1084
1996 565 1373
工業 1992 69
1993 123
1994 115 127
1995 153 152
1996 174 186
建設業 1992 21
1993 34
1994 42 63
1995 50 96
1996 61 124
商業 1992 210
1993 401
1994 89 474
1995 129 684
1996 185 883
交通通信 1992 4.
1993 ll
1994 23 10
1995 30 14
1996 34 20
出典)JahrbuchderEuroregionNeisse-Nisa-Nysa1998,32.0rganisationennit
auslandlischenKapitalmachausgewahltenZweigenより抜粋､作成
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各地域の執行委員会に戻されて､プロジェクトやプログラムが実際に行
なわれることになる｡
しかし採択されたプロジェクトやプログラムを実施する際の最大の問
題点は､財源である｡西欧で結成されたユーロリー ジョンの事例では､
共同出資という形で財源を確保しているところもある｡関与している自
治体が自主財源をもっている場合､参加団体による共同出資が可能であ
る｡しかし､ERNでは､チェコもポーランドも地方自治の経験に乏しく､
地方分権とはほtli遠い状況であり､ほとんど中央政府の出先機関にすぎ
なかった｡13それゆえに､財源の確保は､自らの中央政府に頼るか､EUの
旧東欧諸国に対する援助プログラムであるPHAREに頼らざるを得なか
った｡
(1)PHARE/CBC
PHARE(PolandandHungaryAssistanceintheReconstructionof
theEconomy)プログラムは､EUによる中･東欧諸国に対する資金援
助であり､市場経済の導入と民主化の推進によって､将来EUに加盟す
るための条件を整えることを目的としている｡14このプログラムの適用に
あたっては､EUの地域委員会 (CommitteeofRegions一一CoR)によっ
13ポーランドもチェコも､1990年以降の体制転換の中で､社会主義憲法を放棄し､新
しい憲法を採択した｡その中には詳細な地方自治への言及が見られ､地方自治は制度
的には確立している｡しかし､実際の運用面では､経験不足から十分活用されていな
い状況にあるOまた､チェコとポーランドでは､歴史的にもポーランドのほうが地方
自治体の権限が大きく､財政的にも自立の程度は高いので､同じ旧社会主義体制の国
家であったとはいえ､チェコとポーランドでは状況は異なっている｡木佐茂男 ｢東欧
の憲法にみる地方自治｣『スラブ･ユーラシアの変動その社会･政治的諸局面』北海道
大学スラブ研究センター､1996年7月､342貢｡
14PHAREプログラムは､1989年から開始され､現在､援助の対象となる国は申･東
欧諸国のみならず､モンゴルなど中央アジアまで拡大されている｡
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てあらかじめ､高等教育の充実､エネルギー政策の効率化､環境保護政
策､など領域によって援助額が決められてし)る｡｢国境を跨ぐ協力プログ
ラム (Cross-borderCO-operation- PHARE/CBC)｣も､こうした領
域の一つであり､ユーロリー ジョンの活動の活発化に呼応して､1994年
から新たに拡大された領域である｡
しかし､このPHARE/CBCは､地域から立ちあげられたプロジェクト
を対象としながらもプログラムは各国別に作成されている｡さらに､莱
施にあたり､計画された事業費の総額の1/4を自己資金でまかなわな
ければならないことになっている｡15それゆえに､地方自治体として自主
財源の少ないチェコや持っていてもその規模がさして大きくないポーラ
ンドでは､インフラ整備や環境問題対策など大型プロジェクトを施行し
ようとすれば､中央政府に資金をたよらざるをざる得なくなり､その結
果､地域の意向は､中央政府の意向に左右されることが危供される｡し
たがって､PHAREに財政的支援を頼る場合には､EUと中央政府との関
係と中央政府の地域政策という観点が優先され､地域の側の論理は後過
する｡
チェコに対するプログラムをみると､チェコ政府の意図として相対的
に失業率の高い国境地域の発展を支援し､チェコ-ドイツ間の国境地域
におけるジョイントプログラムに関心がおかれている｡ したがって､第
-にEUとチェコとを結び付ける道路や鉄道のリンク､第二に高度汚染
地域､特に北ボヘミアとソコロフ郡における環境の改善が､第一目標と
してあげられおり､経済 ･環境という部門でEUとの関係を深化させる
ことが中心項目となっている｡16これは､ポーランドが同じ｢国境を跨ぐ
15Programmeandcontractinformation1995,Multトcountryandcross-border
programmesNol,EuropeanCommossion.
16CzechRepublicCross-bordercooperationprogrammewithGermany,ibidリ
pp27-30.
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協力｣ の中でドイツとの国境地帯だけでなく､旧ソ連諸国との国境地帯
における地域協力もこのプログラムの対象となっているのと比べると､
EUの東欧政策がPHAREという枠組みで一括して扱いながら､それぞ
れの国に対する戦略的な違いを持っていることが窺える｡そうしたEU側
の政策に呼応して､東欧諸国の地域政策が展開されているといえよう0
こうしたEU側の政策の違いは､採択されたプログラムを見るとより
明確になる｡まず､このプログラムは国境を跨ぐ地域協力を諒いながら､
援助を要請できる地域が限定されている｡チェコでは､リベレツツ(Liberec)､
′ヽ
チェスカー｡リパ (GskaLipa)､ウ-スチ･ナド･ラヴェム (Ostinad
Labem)テプリツェ(Teplice)､モスト(Most)､ホムトフ(Chomutov)､
カルロヴイ･ヴァリ(KarlovyVary)､ソコロフ(Sokolov)､へプ(Cheb)､
タホフ(Tachov)､ドマージェリツェ(Dom急芸lice)､タラトヴイ(Klatovy)､
プラハティツェ(Prachatice)､リトムニェジツェ(Litom琵ice)､ロウニイ
(Louny)の14郡に限定されている｡ドイツ-チェコ間の国境を跨ぐ協力
関係に限定されたプログラムであるとOう前提があるために､チェコの
西部地域と北部地域しかリストアップされないことがわかる｡(地図-2)
こうした地域格差は､予算の内容においてもはっきりと現れてくる0
地図2 PHARE/CBCが申請可能な地域 (斜級部)
???
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PHARE/CBCでチェコ-ドイツ協力プログラムは､援助資金として､
1995年から1998年12月31日までの期間で､25百万ECUが計上されている.
内訳は､輸送部門1030万ECU､テクニカル･インフラストラクチャーと
設備部門で340万ECU､環境部門630万ECU､経済開発部門(ツーリズム)
140万ECU､農業発展部門70万ECU､人材資源40万ECU､広領域研究と
テクニカル･サポート部門250万ECUと別れており､インフラストラク
チャーに重点が置かれている｡ これを地域でみると､道路建設､鉄道檎
送を拡大するための設備投資やEU規格への調整はへプ-ユーロリージ
ョン･ユダレンシスの中心都市- がほぼ独占している状況であるoこ
れに対して､ERNが獲得した支援は､環境部門でリベレツにおける下水
処理施設の建設に対して220万ECU､フラスタヴァ(Chrastava- リベ
レツ郡)の下水処理プラントに対して100万ECU､経済部門でERNのツ
ーリスト･インフォメーション･システムをつくるための支援に45万ECU､
人材資源部門でERNにある大学の三カ国協力をベースとする研究協力に
10万ECU､ERNにある12の音楽学校の学生によって構成されるオーケ
ストラへの支援として5万ECUとPう内容であった.(秦-4)
これは､ERNがPHARE/CBCに申請を出す際に､インフラに重点を
置いていないということではなく､EUの関心が主として､エグレンシス
表-4 ドイツ-チェコ間のPHAREプロジェクト､地域別件数と補助
の割合
件数 補助額MECU 件数% 補助額%
Nisa 25 17.5 42 26
Elbe-Labe 7 10.5 12 15
Erzgebirge 3 1.7 5 2
Egrensis 13 29.8 22 44
出典)AnEvaluationofPhareCross-BorderC0-OperationProgrammeFinal
ReportNovemb占r1998,p.50より作成
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がドイツとチェコを結び付ける拠点になるという判断が働いているから
であり､ERNのドイツ側で申請するINTERREGにおいても､同様の傾
向が見られる｡
以上のように､PHAREプログラムの申請にあたっては､チェコ政府
とEUとの政策の一致したところでしか､資金援助を期待することがで
きないという現状であり､地域の側からの地域協力への取り組みは､チ
ェコ政府とEUの政策の優先順位に縛られるという制約がある｡
(2)lNTERREG
INTERREGイニシアチブは､1990年から始まったEUの｢国境を跨ぐ
地域協力｣に対する資金援助である｡ EUにおける地域政策は､｢国境を
跨ぐ地域協力｣について当初は国別割り当てであったが､国力の差がそ
のまま資金配分につながるという批判を受けて､地域に直接分配すると
いう方法をとるように･なり､その目的でスタートしたのが1990年から3年
間にわたって行われたINTERREGプログラムであった｡INTERREGは､
国境地帯における｢国境を跨ぐ地域協力｣に対して援助資金を提供おり､
INTERREG･がスタートすると同時に多くのユーロ1)-ジョンが新たに結
成された｡
そうした状況の中で､冷戦構造による東西の分断線が解消したことに
よって､東西ヨーロッパの境界線に位置し､辺境となっていた地域の活
性化をめざして､EUの域内だけではなく､●EUの域外地域も取り込んで
ユーロリージョンが結成された｡INTERREGは1993年にいったん終了し
たのち､第二ステージとしてINTERREGIIが1994年からスタートする
ことになる｡すでに述べたように､INTERREGIIは､INTERREGプロ
グラムと異なり､資金を受けることができるのは､EUの域内地域に限定
されており､このためにINTERREGIIへの申請は､EUの域内地域しか
できなくなった｡したがって､ERNにおいても､INTERREGIIへの申
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請を行うことができるのはドイツ側だけであった｡
INTERREGIIに関しても､PHAREと同様に､対象となる地域は限
定されている｡すなわち､ERNとしては､特例を設けて拡大することも
可能であるという条件がついているが､オーベルラウジッツ郡(Landkreis
NiederschlesischerOberlausitzkreis)､バウツェン (Bautzen)とゲル
1)ツツ市 (StadtGtirlitz)に限定されている.さらに､プロジェクトの
審査には､ザクセン州の経済 ･労働省､ザクセン州知事､とプロジェク
トが関連するザクセン州政府の専門部署､政府の閣僚とユーロリージ冒
ン側の5者の賛成を必要としており､INTERREGIIにおいても､EUと
州政府の影響力は大きいといえる｡
ERNでは､1996年8月にINTERREGIIへの申請状況と採択状況を定
期刊行冊子にまとめているO これによれば､申請の部門としては､交通､
インフラストラクチャー､環境問題､経済開発､ツーリズム､農業分野､
営林､職業教育､社会文化､技術援助の10の部門に分かれている｡ERN
として申請したプロジェクトの件数のうち多いのは､インフラストラク
チャーとツーリズムであるが､それそれに割り当てられている額は､イ
ンフラが7%､ツーリズムが5%に過ぎない｡これに対して､援助額全
体で上位を占めるのは交通と環境であり､それぞれ23%､20%であり､
それに続くのは農業､営林､職業教育といった分野であり､インフラス
トラクチャーは7%にすぎない.一方､EUとともにINTERREGIIに対
して資金援助を義務付けられてOるザクセン州では､平均して必要経費
の20%の補助を与えているが､インフラストラクチャー部門では51%､
環境部門では35%､さらに技術援助部門で24%と平均を上回る補劫を拠
出している｡(表-1-1)
こうした状況から､EU側の関心が主として環境問題にあるのに対して､
ザクセン州とERNの側では､インフラストラクチャーという社会資本の
整備や技術援助といった部門に対する関心が高く､ここでもEUの側の
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意図と地域の意図は必ずしも一致しているとはいえない.ユーロリー ジ
ョン･エグレンシスの側でINTERREGIIの採択状況を公開していない
ので､そのまま比較することは難しい.しかし､INTERREGにおいても
J
PHAREにおいても両者の協調が強調されていることを考え合わせれば､
PHAREがユーロリージョン･エグレンシスに力点を置いているのと同
様に､INTERREGにおいても､インフラ整備やEUとの交通網の拡張と
いう問題は､エグレンシスでは重要視されていると推測される｡ これに
対して､ERN七は､地域の側はインフラ整備に力点を置きたいにもかか
わらず､EUもしくはドイツの全体的な戦略としては､ERNを工業地帯
として開発しようする意図はみられないといえるであろう｡
(3) 地域協力のためのメカニズム
すでに見てきたように､ERNは組織としても国別の組織の連合体と高
う形をとっているのみならず､財源についてもそれぞれの政府に依存し
なければならないという状況にある｡したがって､ERNのそれぞれのプ
ロジェクトは､ERNの意図を反映しているというよりは､EUや中央政
府の意図と合致する場合にのみ採択されるということになる｡しかし､
こうした状況から､ユーロリージョンが一方的に中央政府の外交手段と
なっていると考えることは早急であろう｡
ERNは､国別組織の連合体であるとはいえ､申請するプロジェクトを
作成するのに際して､トップダウン方式をとっていない｡プロジェクト
の提案は､地方自治体､商工会議所､またそれぞれの専門部会によって
なされるが､私企業やボランティアな団体､個人による提案も可能であ
る｡1996年のERN/Neisseにおけるプロジェクトを見ると､98件､54%
が地方自治体や国家に属さない団体によって担われている. また地方自
治体が担ったものは､67件､37%であり､ 国家主導のプロジェクトは16
件､9%にしかすぎない｡(表-1-3)
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さらに､プロジェクトをPHAREもしくはINTERREGに申請するま
でに､専門家部会において専門家の間で検討されたのち､ERNのそれぞ
れの国別の組織での審議と決定を経た後､三カ国を跨ぐ連合体としての
ERNの評議会で最終決定を経て､再びそれぞれのERNの組織から､
PHAREもしくはINTERREGIIに対して個別に申請することになる｡
すでに述べたように､ERNの評議会は各国のERNの代表10人ずつから
なるために､ここで地域全体としての意志が確認されることになる｡
地域全体としての意志を確認するプロセスとしては､EUでプロジェクl
トを審議する段階においても､設定されている｡その一つが ｢ミラー ･
プロジェクト｣ と呼ばれているものであり､申請されたプロジェクトが
iNTERREGと､PHARE/CBCの双方で調整ができていることをが前提
として､盛り込まれている｡すなわち､｢ミラー ｡プロジェクト｣は､INTERREG
とPHARE/CBCが同じプログラムであるか､双方が補完的な関係になっ
ているプロジェクトかであることを要求しており､事実上､｢EUの二つ
の財源からなる一つのプロジェクトと考えることもできるo｣17したがって､
国別に分かれているとはいえ､いすれかの組織が単独でプロジェクトを
申請することは不可能であり､地域全体としての取り組みがなければ質
金を得ることはできない｡
さらに､PHARE/CBCのプロジェクトの審査は､EUの地域委貞会の
下部組織となるPHARE委員会で行われるが､ここでは､JPMCs(Joint
ProgrammingandMonitoringCommittees)の設置が義務づけられてい
る｡JPMCsは､PHARE/CBCに申請されたプロジェクトに関係するす
べての国の政府レベルの参加とユーロリージョンの側の代表者の参加の
下で審査が行われなければならにことになっている｡さらに､JPMCsの
17 ResearchvoorBeleidinternational,AnEvaluationofPhweCross-BoyderC0
-09eylationProgyTammeFinalReport,Nobember1998,p.42.
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事前協議として下位地域の代表と専門家のワーキンググループの調整を
盛り込んでおり､一方的にEUによって､もしくは国家間の力関係によ
って､プロジェクトの採択が決定されないように､地域としての意向を
主張できるような制度的な保障がなされているといえる｡
4 ユーロリー ジョンの活動の評価
INTERREGもPHAREも､プロジェクトの最終決定を行うのがEU
の地域委員会であるだけでなく､申請にいたるまでのプロセスにおいて
も､EU､中央政府､州政府の関与があり､かつ､プロジェクトの執行段
階においても､これらの機関が監督責任を負うことになっている｡した
がって､地域の意見を反映する制度が埋め込まれているからといって､
それぞれの政府の意図を排除することは難しい｡
しかし逆に､ERNでは､インフラ整備なども大規模プロジェクトがほ
とんど認められていないこともあって､政府主導のプロジェクトは10%
未満であり､活動をリー ドしているのは地域の側であるといえよう｡ さ
らに､1996年の活動報告によれば､ERNが取り組んでいるプロジェクト
の数は､1993年の54件に対して､1994年は74件､1995年には146件と急増
しており､ERNが直接獲得したプロジェクト資金も1993年の24,000マル
クに対して1994年は85,000マルク､1995年には119,000マルクと二年間で
5倍以上になっている｡さらに､参加する自治体の数も年々増えており､
地域がユーロ1)-ジョンの活動を評価していると考えられる｡(表-1-
2)
他方､｢ミラー･プロジェクト｣ や JPMCsとuう制度をつくったにも
かかわらず､実際のプロジェクトの進行状況は､国境を挟んだ地域で同
じように進行しているわけではない｡PHARE/CBCのプロジェクトが遅
れがちであることは､EUの報告書の中でも指摘されている｡その際､プ
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ロジェクトの遂行が遅れる原因として､INTERREGが多年度予算である
のに対して､PHAREは単年度予算であり､手続きが煩雑であることに
加えて､プロジェクト遂行のための技術的な援助を行う国内外の専門衣
によるテクニカル･チームがつくられているが､この活動が充分行われ
ていなuために､EUが要求する国際的技術基準の採用や契約のノウハウ
の不足などが挙げられている｡18
また､プロジェクトの内容という点では､文化 ･スポーツという分野
で70%以上を占めており､民間ベースの交流が中心となっており､｢冷戦
構造によって辺境となった地域の発展の回復｣というユーロリー ジョン
をスタートさせた当時の期待がそのまま実現しつつあるようには見えな
い ｡
さらに､ERNにおける失業率は､ドイツ側では1992年の15.1%から減
少することなく､1997年には20.5%と上昇している｡ポーランド側は1992
年の17.6%から1997年には14.8%と減少しているが､比較的経済が好調
なチェコ側では､1992年に1.8%であったが､1997年には5.2%と3倍近
く増加している｡こうした状況からは､ユーロリー ジョンの活動が直接
経済効果に結びつくという評価はできない｡
しかし､経済的な効果に直接結びつかないにもかかわらず､ERNでは､
ユーロリー ジョンの活動は､活発化している｡ また､｢ミラー｡プロジェ
クト｣やJPMCsを通じて国境によって所属は異なるけれども､一つの地
域としての共通の意思を確認していくプロセスを何度も経てようやく活
動に結びつく｡さらに､こうしたプロセスは､1989年以降ようやく市場
経済の導入を図りはじめた中･東欧諸国が､様々な分野の国際的な基準
や契約のノウハウなどEUのやり方を学ぶ機会となっているだけでなく､
地域と国家の関係をどのように構築するか､また分権化の必要性や意義
18 Zbid.,pp.29-30.
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を修得することによって､生活の中から民主主義のあり方を考えるとい
う機会にもなっている｡
それゆえに､ユーロリー ジョンの活動を目に見える結果だけで評価す
るのではなく､活動そのものを評価すべきであろう｡19そうした観点にた
ってERNの活動を評価するならば､ERNの活動は､着実に成果を挙げ
ているといえる｡
5 お わ り に
従来､ユーロリージョンに対する研究の視点は､ヨーロッパ統合とい
う状況の中でユーロリージョンの果たす役割という観点であったoその
観点は､EUによっT-ヨーロッパの統合が深化した結果､国家の役割が後
退し､地域の発言力が増したという機能主義的な考え方と､統合の深化
に対して補完的な役割を担うという下位地域協力の考え方であろう｡ こ
うした観点を踏まえて､ユーロリー ジョンの活動を評価するならば､釈
合されつつあるヨーロッパにおける下位地域として機能するための人材
の育成とuう点であろう｡ユーロリージョンとしての意思決定､｢ミラー｡
プロジェクト｣やJMPCsを通じての国境を挟んだ地域間の協調のメカニ
ズム､そしてユーロ1)-ジョンとして一つのプロジェクトを遂行するプ
ロセスの中で､お互いの技術やメンタリティを知ることによって､国境
を挟んでいるが､一つの地域である'tいう意識は育てられるとOえよう｡
したがって､長期的にみれば､活動は結果ではなく､プロセスで評価さ
れるべきである｡
確かに､ヨーロッパ全体として見た時､ユーロリージョンの活動が､
19ヨーロッパにおけ.る地域主義を研究しているM.Keatingは､｢地域間協力は学習過
程であり､急速な結果を期待すべきではない｣と述べている.OP.cit.,p.183.
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それぞれの政府の外交政策のカムフラージュとして利用されている側面
も否定できない｡それゆえに､ユーロリージョン間で競合関係となるこ
ともある｡EUとEU域外地域を結び付けるために不可欠なインフラ整備
に関するプロジェクトは､旧東ドイツのザクセン州政府よりは資金的に
も余裕のあるバイエルン州政府のほうがより有利であり､したがってPHARE
で鉄道網の整備･拡充を要求しても､ERNの要求は入れられず､エグレ
ンシスだけがリストアップされるという状況になる｡こうした点では､
旧東ドイツ､チェコ､ポーランドという旧社会主義国家に属する地域の
間で形成されたユーロリー ジョンは､どの地域も資金難という状況をと
もない､大規模なプロジェクトの導入は今後も期待できないであろう0
しかし､こうした状況は逆に､地域に対する上位機構の直接的な介入
を招来する機会が減少するというメリットもある｡ERNにおける活動が､
インフラ整備やツーリズムの拡大によって地域を経済的に発展させよう
という意図をもってはじめられたにもかかわらず､現実には文化交流や
スポーツ交流といった人的交流の面で活動が活発化しているなかで､ユ
ーロ1)-ジョンそのものの目的が､物から人へ､ハード面からソフト面
へと活動の重心を移しつつある｡確かに､こうした人的交流は資金的に
も多くを必要としないという点があり､そのためにこれらの部門が急敬
に活動を活発化させているということもいえるであろう｡
しかし､そもそもユーロリージョンは既存の国境にとらわれない地域
の形成を目指して結成されたものであり､経済発展だけを目標とするち
のではない｡人的交流の活発化はそれだけ人々の生活のレベルにおいて
国境によって隔てられていた壁が低くなったことを意味する｡安全保悼
という観点に立てば､信頼醸成措置としての役割を担っているといえよ
う｡
また､ERNにおける政策決定過程は､地域を主体とする地域の側の合
意形成を不可欠のものとしている｡ このプロセスは､INTERREGと
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PHAREという別々のプログラムを組むことによって､EUの域内地域と
域外地域を峻別しようとしているEUに対して､実質的には域外地域の
側の発言の場を提供することになっている.すなわち､地域の側からEU
の分断線を掘り崩しているといえよう｡
冷戦構造の終鳶は､EUにおける統合の深化と周辺地域における分裂の
促進という状況のなかで､中心部においては国家主権を掘り崩し､周縁
においては国家主権を強化するとuう可逆的な現象をもたらせてきた0
しかし､ユーロリージョンの活動は､こうした現象が表層的なものであ
ることを示している｡地域として発言の場を確保することによって､EU
の域外地域もまた､EUとの政策協調を余儀なくされているのであり､そ
うした意味において､EU周縁の国家における国家主権もまた掘り崩され
つつあるといえよう｡20
付記)本研究は､1998年度学術振興野村基金の研究助成による成果の一
部である｡
20ユーロリー ジョンの活動をどのように評価するかという点については､立場によっ
て評価も大きく異なる可能性がある｡たとえば､羽場久操子氏はハンガリーの例を挙
げて ｢これら (ハンガリー 系少数民族の保護と人権､教育の自由)を具体的に実行す
るためにも､ユーロリー ジョンは､西欧の支持と監視の下に､少数民族に人権と文化･
教育を保証していくという意味を持ってuる｣と主張しているが､ユーロリー ジョン
に機能としては､地域としての活動を担う組織であり､人権保護のような政治的な課
題からは､距離を置く傾向にあり､また一方的に西欧の監視下にという見方も地域と
しての活動の意義を過小評価しているのではないだろうか｡羽場久浪子 『拡大するヨ
ーロッパ』岩波書店､1998年､136貫.
30
